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令和４年度６月補正予算について
【最終日追加提出】

（単位：千円）

会計名 補正前予算額 補正額 補正後予算額

一 般 会 計 37,259,411 288,390 37,547,801

今回の６月補正予算【最終日追加提出】は、コロナ禍における原油価

格や物価高騰の影響に速やかに対応するため、不安を抱えている市民の

皆様と市内事業者の双方を支援するアマノギフト事業などを新型コロナ

ウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、合計で２億８８３９

万円を計上しています。

１ 予算規模
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２ 令和４年度６月補正予算【最終日追加提出】の内訳

歳入予算

区 分 補正予算額 備 考

国 庫 支 出 金 285,286千円
新型コロナウイルスワクチン対応地方創生臨
時交付金

県 支 出 金 3,104千円 保育所等給食費軽減対策支援金

計 288,390千円

歳出予算

担 当 課 事 業 名 区分 補正予算額

子育て支援課 保育事業費 拡充 9,396千円

商 工 観 光 課 アマノギフト事業費 新規 201,810千円

学校給食ｾﾝﾀｰ課
給食材料費／保育所給食費 拡充 14,784千円

給食材料費／給食センター総務費 拡充 62,400千円

計 288,390千円
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３ 主な事業の概要
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保育事業費【拡充】

補正予算額 9,396千円

コロナ禍における原油価格や物価高騰の影響により、私立の認定こども

園等において、これまで通りの栄養バランスや質・量を保った給食の提供

を維持できるよう給食材料費を支援するとともに、保護者の負担軽減を図

ります。

■ 対象施設

市内の私立認定こども園及び小規模保育事業所（５施設）
七宝こども園、ひかりこどもえん、美和こども園、パオパオルーム、
パオパオルームⅡ

■ 補助額
利用児童１人当たり１食４０円

■ 担当課

福祉部子育て支援課（℡052-444-3173）

一般会計補正予算書 Ｐ11

原油価格・物価高騰対策
新型コロナウイルス感染症対応
地方創生臨時交付金活用事業

■ 補助対象期間

令和４年４月から令和５年３月まで
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アマノギフト事業費【新規】

補正予算額 201,810千円

コロナ禍における原油価格や物価高騰の影響を受け、不安を抱えている

市民の皆様と市内事業者の双方を支援するため、市民の皆様にギフト申込

ハガキとカタログ冊子を送付し、市内の協力事業者が取り扱う商品又は提

供するサービスに交換できるアマノギフト事業を実施します。

■ 対象者

令和4年8月1日において本市の住民基本台帳に記録されている昭和37年
4月2日から平成16年4月1日までに生まれた人（約48,000人）

■ 協力事業者数

先着２００事業者

■ 申込期限

令和４年１１月３０日

■ 担当課

建設産業部商工観光課（℡052-441-7118）

一般会計補正予算書 Ｐ11

原油価格・物価高騰対策
新型コロナウイルス感染症対応
地方創生臨時交付金活用事業
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給食材料費／保育所給食費・給食センター総務費【拡充】

補正予算額 77,184千円

コロナ禍における原油価格や物価高騰の影響により、現在の給食材料費

では、保育園給食や学校給食の適正な提供が困難な状況となっています。

このような状況で、これまで通りの栄養バランスや質・量を保った給食の

提供を維持できるよう給食材料費を増額します。

なお、給食材料費の増額分については、市が負担して、給食費を据え置

くことで、保護者の負担軽減を図ります。

■ 給食提供数（１日当たり）

保育園給食 約１，６００食

小中学校給食 約８，０００食

■ 担当課

教育部学校給食センター課（℡052-441-7666）

一般会計補正予算書 Ｐ11

■ 対象期間

令和４年４月から令和５年３月まで

原油価格・物価高騰対策
新型コロナウイルス感染症対応
地方創生臨時交付金活用事業


